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 株式会社脱炭素化支援機構（代表取締役社長：田吉禎彦、英語名称：Japan Green Investment Corp. 

for Carbon Neutrality（JICN））は、合同会社石狩再エネデータセンター第 1 号が実施する北海道石狩市

でのデータセンター事業（以下、本事業）に対して、支援（建設費に対するローンの供与）を行うこと

を決定しました。 

今後は、本事業のモニタリングを通じて、GHG 削減効果等を確認していく予定です。 

 

１．事業の概要  

（1）事 業 者：合同会社石狩再エネデータセンター第 1 号 

（2）本 社 所 在 地：北海道石狩市 

（3）代 表 者：一般社団法人石狩再エネデータセンター（職務執行者 野坂照光） 

（4）設 立 年 月 日：2022 年４月 18 日 

（5）プロジェクトマネージャー：株式会社 Flower Communications、東急不動産株式会社 

（6）事 業 内 容：再エネ電力を 100％利用したデータセンターの開発・運営 

（7）事業の実施状況と今後の計画： 

・ データセンター（DC）とは、インターネット用のサーバやデータ通信、固定・携帯・IP 電話

などの装置を設置・運用することに特化した建物の総称で、各種情報システムの基盤を支え

るサービスを提供します。 

・ デジタルインフラを地域に整備することを目的に、高い再エネポテンシャルがある北海道石

狩市で再エネ電力を利用した DC の運営を計画しています。 

 

２．JICN による支援決定に係る政策的意義  

(1)温室効果ガス削減の観点  

・ AI 技術の普及、インターネットを介した新たなビジネスの増加に伴い、DC の需要は飛躍的に伸

びています。他方で、装置の冷却などに伴う電力消費量が大きい施設であることから、2050 年カ

ーボンニュートラル実現に向けて、脱炭素電源の利用が求められています。 

・ 今回新たに開発を目指す DC においては、使用する電力を 100％再生可能エネルギーで賄う運営

を目指しており、隣接地に再エネ発電所を新設することに加え、道内の再エネ電力の活用を計画

しています。 

 

(2)経済と環境の好循環の観点 

本事業によって、以下の通り、地域経済の活性化や雇用促進、我が国の通信ネットワークレジリ

エンス強化などへの貢献が期待できます。 

・ 北海道は風力発電をはじめとした再エネ発電の有望地域であり、再エネ電力の供給ポテンシャ

ルが高い地域です。今般 DC が建設される石狩市は、再エネの「地産地活」と脱炭素への取組

を推進し、地域脱炭素と産業集積の両立を目指す「脱炭素先行地域」に選定（2022 年）されて



おり、本事業は地域住民の雇用創出など地域活性化にも貢献することが期待されます。 

・ 現状 DC は首都圏に集中しており、大規模災害が発生した場合に全国のインターネット接続に

影響が出る恐れがあり、震災等の災害リスクが高い我が国においては、経済安全保障の観点等

から、デジタルインフラの地方分散を推進し、強靱な通信ネットワーク拠点を整備することが

急務です。今般建設される DC は、首都圏を補完・代替する拠点となり得、こうした政府方針

（国土強靭化基本計画）に合致した取組であり、我が国の通信ネットワークレジリエンスの強

化に貢献します。 

・ また、再エネ 100％利用の施設として、今後の北海道・九州をはじめとする他の地域における

脱炭素を絡めたデジタルインフラの整備を促進する動きの先駆けとなる可能性があります。 

 

脱炭素化支援機構（JICN）は、引き続き、様々なステークホルダーと連携しながら、脱炭素に資する

多種多様な事業に対する資金供給を行い、また、ノウハウや情報、人財を普及・輩出し、多様な主体が

もつアイディアや技術をつなぐことで、豊かで持続可能な未来づくりに貢献してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【問い合わせ先】 

経営企画総務部企画グループ（担当：海部・山尾） 

電 話：03-6257-3863 

メ ー ル：https://www.jicn.co.jp/contact/ 

https://www.jicn.co.jp/contact/


【参考 1】スキーム図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【東急不動産 概要】  

事 業 者 名： 東急不動産株式会社 

https://www.tokyu-land.co.jp/ 

本 社 所 在 地： 東京都渋谷区道玄坂 1-21-1 

代 表 者 名： 星野 浩明 

事 業 概 要： 総合不動産デベロッパー。本事業においては、DC で利用する再エネ電源の調達を担う。 

 

【Flower Communications 概要】 

事 業 者 名： 株式会社 Flower Communications 

https://flower-com.jp/ 

本 社 所 在 地： 東京都中央区銀座 6-6-1 

代 表 者 名： 柳川 直隆 

事 業 概 要： IT 基盤コンサル事業等。本事業においては、テナントリーシング等を担う。 

 

 

【参考 2】株式会社脱炭素化支援機構 会社概要 

○ 名 称 株式会社脱炭素化支援機構 

Japan Green Investment Corp. for Carbon Neutrality （JICN） 

○ 代 表 者 代表取締役社長 田吉禎彦 

○ 設 立 年 月 日 2022 年 10 月 28 日（予定活動期間：2050 年度末まで） 

○ 資 本 金 等 289 億円 

(民間株主から 108.5 億円、国の財政投融資(産業投資)から 180.5 億円) 

○ 所 在 地 東京都港区虎ノ門 1 丁目 21-19 東急虎ノ門ビル 7 階 

○ 連 絡 先 電話：03-6257-3863 

メール：https://www.jicn.co.jp/contact/ 

ウェブサイト：https://www.jicn.co.jp 
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